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１．平成18年12月期の業績（平成18年1月1日～平成18年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期 1,432 (△8.2) 72 (―) 99 (―)

17年12月期 1,561 (12.8) △108 (―) △79 (―)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年12月期 △109 (―) △10 20 ― ― △13.5 8.3 7.0

17年12月期 △122 (―) △11 52 ― ― △13.3 △6.1 △5.1

（注）①期中平均株式数 18年12月期 10,742,233株 17年12月期 10,679,122株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期 1,127 759 67.3 70 67

17年12月期 1,264 867 68.6 80 80

（注）①期末発行済株式数 18年12月期 10,746,507株 17年12月期 10,731,507株

②期末自己株式数 18年12月期 473,293株 17年12月期 473,293株

２．平成19年12月期の業績予想（平成19年1月1日～平成19年12月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 731 48 39

通期 1,540 155 143

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　13円31銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年12月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

18年12月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

19年12月期（予想） ― ― ― ― ― ―    

 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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５．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※２  541,378   589,020  

２　売掛金   145,102   145,392  

３　商品   141   205  

４　仕掛品   65   201  

５　貯蔵品   273   469  

６　前渡金   150   ―  

７　前払費用   6,847   8,117  

８　短期貸付金 ※１  39,200   ―  

９　立替金   ―   14,783  

10　その他   15,490   7,270  

貸倒引当金   △4,577   △3,730  

流動資産合計   744,069 58.9  761,730 67.5

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物  52,140   52,536   

減価償却累計額  31,703 20,437  34,198 18,338  

(2）構築物  1,133   1,133   

減価償却累計額  955 177  975 157  

(3）車両運搬具  9,928   ―   

減価償却累計額  9,432 496  ― ―  

(4）工具器具及び備品  26,663   33,400   

減価償却累計額  11,762 14,901  15,796 17,603  

(5）土地   116,692   116,692  

有形固定資産合計   152,704   152,791  
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２　無形固定資産        

(1）商標権   1,914   ―  

(2）ソフトウェア   163,950   14,119  

(3）電話加入権   6,919   6,919  

(4）その他   ―   2,625  

無形固定資産合計   172,784   23,664  

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   9,620   20,195  

(2）関係会社株式   55,000   50,497  

(3）出資金   206   206  

(4）関係会社出資金   31,000   6,000  

(5）長期貸付金 ※１  63,000   65,000  

(6）破産更生債権等   7,862   6,400  

(7）長期前払費用   4,176   1,501  

(8）敷金・差入保証金   33,584   31,535  

(9）保険積立金   10,322   14,978  

貸倒引当金   △20,273   △6,697  

投資その他の資産合計   194,498   189,617  

固定資産合計   519,987 41.1  366,072 32.5

資産合計   1,264,056 100.0  1,127,803 100.0
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   59,261   64,643  

２　短期借入金   75,100   100,000  

３　１年以内返済予定の長期借入
金

※２  40,000   40,000  

４　未払金   74,932   33,443  

５　未払費用   16,604   11,429  

６　未払法人税等   5,472   7,803  

７　未払消費税等   3,827   12,870  

８　前受金   6,813   9,336  

９　預り金   8,577   8,883  

10　返品調整引当金   110   ―  

11　債務保証損失引当金   ―   14,000  

流動負債合計   290,700 23.0  302,410 26.8

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※２  100,000   60,000  

２　繰延税金負債   352   ―  

３　退職給付引当金   5,550   5,644  

４　その他   300   300  

固定負債合計   106,203 8.4  65,944 5.9

負債合計   396,903 31.4  368,354 32.7

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※３  511,983 40.5  ― ―

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  138,740   ―   

２　その他資本剰余金        

(1）資本準備金減少差益  409,264   ―   

(2）自己株式処分差益  441   ―   

資本剰余金合計   548,445 43.4  ― ―

Ⅲ　利益剰余金        

１　当期未処理損失  122,991   ―   

利益剰余金合計   △122,991 △9.7  ― ―
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   513 0.0  ― ―

Ⅴ　自己株式 ※４  △70,796 △5.6  ― ―

資本合計   867,153 68.6  ― ―

負債・資本合計   1,264,056 100.0  ― ―

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   ― ―  513,228 45.5

２　資本剰余金        

(1）資本準備金  ―   139,980   

(2）その他資本剰余金  ―   409,705   

資本剰余金合計   ― ―  549,685 48.7

３　利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  ―   △232,511   

利益剰余金合計   ― ―  △232,511 △20.6

４　自己株式   ― ―  △70,796 △6.3

株主資本合計   ― ―  759,605 67.3

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額金   ― ―  △156 △0.0

評価・換算差額等合計   ― ―  △156 △0.0

純資産合計   ― ―  759,448 67.3

負債純資産合計   ― ―  1,127,803 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　情報サービス収入  1,553,152   1,427,371   

２　商品売上高  8,054 1,561,207 100.0 5,518 1,432,890 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　当期情報サービス原価  578,519   468,844   

２　期首商品たな卸高  3,515   141   

３　当期商品仕入高  960   1,310   

合計  582,995   470,295   

４　期末商品たな卸高  141   205   

５　返品調整引当金繰入額  15 582,869 37.3 △110 469,980 32.8

売上総利益   978,338 62.7  962,910 67.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１　運賃  62,811   68,655   

２　広告宣伝費  87,164   48,009   

３　貸倒引当金繰入額  109   4,740   

４　役員報酬  68,460   68,630   

５　給与手当  441,061   359,898   

６　退職給付費用  5,979   6,938   

７　福利厚生費  62,121   43,880   

８　通信費  39,790   35,164   

９　賃借料  119,772   111,736   

10　減価償却費  11,625   14,553   

11　貸倒損失  486   459   

12　業務手数料  76,668   49,097   

13　その他  111,197 1,087,246 69.7 78,185 889,949 62.1

営業利益又は営業損失（△）   △108,908 △7.0  72,961 5.1
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前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  1,540   2,197   

２　有価証券利息  3,720   ―   

３　受取配当金  96   78   

４　投資有価証券売却益  27,884   2,025   

５　不動産賃貸料 ※１ 7,204   13,054   

６　受取手数料 ※１ 6,761   13,591   

７　その他  1,077 48,284 3.1 925 31,872 2.2

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  4,483   4,448   

２　新株発行費  1,350   ―   

３　株式交付費  ―   478   

４　貸倒引当金繰入額  12,156   ―   

５　その他  1,161 19,152 1.2 192 5,120 0.3

経常利益又は経常損失（△）   △79,776 △5.1  99,713 7.0

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券売却益  2,199   ―   

２　関係会社株式売却益  ―   28,174   

３　貸倒引当金戻入益  ― 2,199 0.1 1,581 29,756 2.0

Ⅶ　特別損失        

１　減損損失  ※2 ―   4,254   

２　固定資産除却損  3,516   540   

３　役員退職慰労金  5,502   ―   

４　関係会社株式評価損  29,863   190,000   

５　関係会社出資金評価損  ―   25,000   

６　債務保証損失引当金繰入額  ― 38,881 2.5 14,000 233,795 16.3

税引前当期純損失   116,457 △7.5  104,325 △7.3

法人税、住民税及び事業税   6,534 0.4  5,194 0.3

当期純損失   122,991 △7.9  109,519 △7.6

前期繰越損失   ―   ―  

当期未処理損失   122,991   ―  
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(3）損失処理計算書及び株主資本等変動計算書

損失処理計算書

  
前事業年度

（株主総会承認日平成18年３月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）

（当期未処理損失の処理）    

Ⅰ　当期未処理損失   122,991

Ⅱ　次期繰越損失   122,991

    

（その他資本剰余金の処分）    

Ⅰ　その他資本剰余金   409,705

Ⅱ　その他資本剰余金次期繰越
額

  409,705
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰

余金 利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高
（千円）

511,983 138,740 409,705 548,445 △122,991 △122,991 △70,796 866,639

事業年度中の変動額         

新株の発行（千円） 1,245 1,240  1,240    2,485

当期純損失（千円）     △109,519 △109,519  △109,519

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)(千円)

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

1,245 1,240 ― 1,240 △109,519 △109,519 ― △107,034

平成18年12月31日　残高
（千円）

513,228 139,980 409,705 549,685 △232,511 △232,511 △70,796 759,605

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額
金

評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高
（千円）

513 513 867,153

事業年度中の変動額    

新株の発行（千円）   2,485

当期純損失（千円）   △109,519

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)(千円)

△670 △670 △670

事業年度中の変動額合計
（千円）

△670 △670 △107,705

平成18年12月31日　残高
（千円）

△156 △156 759,448
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定）

②　その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

①　商品

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2）たな卸資産

①　商品

同左

②　仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。

②　仕掛品

同左

③　貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法を採用

しております。

③　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法

　なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法

　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

　定額法

　なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

(3）長期前払費用

同左

３　繰延資産の処理方法 新株発行費

　新株発行費については、支出時に全額費

用として処理しております。

株式交付費

　株式交付費については、支出時に全額費

用として処理しております。
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項目
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）返品調整引当金

　売上済商品の決算期末日後の返品損失

に備えるため、経験率に基づき計上して

おります。

 

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当会

計期間末における退職給付債務及び年金

資産の見込み額に基づき計上しておりま

す。

(2）退職給付引当金

同左

 

 

(3）債務保証損失引当金

　関係会社への債務保証に係る損失に備

えるため、被保証先の財政状態等を個別

に勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

６　ヘッジ会計の処理方法 (1）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップ

については、当該処理によっております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　デリバティブ取引

（金利スワップ）

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

　キャッシュ・フローを固定化するこ

とにより、相場変動等による損失の可

能性が回避されるもの

ヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　金利変動リスクの減殺並びに金融費用

の低減を目的とし、デリバティブ取引の

執行と管理に関する権限・責任・実務内

容等を定めた内規に基づいた運用を実施

しております。

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額

比率によって有効性を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実施しております。

　ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略

しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

―――――――――――――――――

 

1.固定資産の減損に係る会計基準

 　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年8月9日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第6号)を適用し

ております。

　これにより税引前当期純損失は4,254千円増加しており

ます。

 

 

 

２.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会

　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を適

用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は759,448千円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記していた「未収入金」（当期441

千円）は、重要性がないため、当事業年度より流動資産の

「その他」に含めて表示することとしました。

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産の「その他」として表示してい

た「立替金」（前期142千円）は、資産の総額の100分の1

を超えたため、当事業年度より区分掲記することとしまし

た。

 

（損益計算書）

　前事業年度まで「その他」として表示していた「業務手

数料」（前期39,388千円）は販売費及び一般管理費の100

分の５を超えたため、当事業年度より区分掲記することと

しました。

　前事業年度まで区分掲記していた「旅費交通費」（当期

16,464千円）、「租税公課」（当期6,048千円）、及び「消

耗品費」（当期17,388千円）は重要性がないため、当事業

年度より販売費および一般管理費の「その他」に含めて表

示することとしました。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度
（平成18年12月31日）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

（流動資産）  

短期貸付金 30,000千円   

（固定資産）  （固定資産）

長期貸付金 50,000千円 長期貸付金 65,000千円

※２　担保資産

　このうち、下記のとおり借入金の担保に供しており

ます。

※２　担保資産

　このうち、下記のとおり借入金の担保に供しており

ます。

(1）担保差入資産 (1）担保差入資産

定期預金 100,038千円 定期預金 100,098千円

(2）担保付借入金 (2）担保付借入金

１年以内返済予定の

長期借入金
40,000千円

長期借入金 100,000千円

１年以内返済予定の

長期借入金
40,000千円

長期借入金 60,000千円

※３　授権株式数及び発行済株式総数 ※３　　　　　　―――――――――

授権株式数　　　　普通株式 40,147,200株

発行済株式総数　　普通株式 11,204,800株

  

  

※４　自己株式 ※４　　　　　　―――――――――

　当社が保有する自己株式の数は普通株式473,293株

であります。

 

　５　平成15年３月27日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っております。

　５　　　　　　―――――――――

資本準備金 19,345千円

利益準備金 1,724千円

　６　配当制限

商法施行規則124条第３号に規定する純資産額

　６　　　　　　―――――――――

 

 513千円

　７　　　　　　―――――――――

 

　７　偶発債務

債務保証

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

保証先 金額(千円) 内容

㈱ピーエイITソ

リューションズ
16,000 借入債務

 合　計 16,000 ―

　なお、上記の金額は、債務保証損失引当金(14,000

千円)を控除しております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

不動産賃貸料 4,020千円

受取手数料 5,290千円

不動産賃貸料 5,520千円

受取手数料 12,284千円

※２　　　　　　―――――――――

 

※２　減損損失

　(1)当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

東京都

新宿区
遊休資産 ソフトウェア 4,254

　(2)減損損失を認識するに至った経緯

　　　当事業年度において、遊休状態にあると認められ今

後も利用計画が無いものとなったため。

　(3)資産のグルーピングの方法

　　　遊休資産については個別物件ごとに資産のグルーピ

ングを行っております。

　(4)回収可能価額の算定方法

　　　回収可能価額は使用価値により測定し、使用価値は

不明のため0円としております。

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数

（株）
当期増加株式数

（株）
当期減少株式数

（株）
当期末株式数

（株）

普通株式 473,293 ― ― 473,293

合計 473,293 ― ― 473,293
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①　リース取引関係

 　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券関係

前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計関係

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 181,183千円

貸倒引当金繰入超過額 5,514千円

関係会社株式評価損否認 55,296千円

投資有価証券評価損否認 4,045千円

その他 4,501千円

繰延税金資産小計 250,539千円

評価性引当額 △250,539千円

繰延税金資産合計 ―千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 352千円

繰延税金負債合計 352千円

繰延税金負債の純額 352千円

（繰延税金資産）  

繰越欠損金 131,117千円

関係会社株式評価損否認 131,998千円

関係会社出資金評価損否認 10,175千円

投資有価証券評価損否認 4,070千円

債務保証損失引当金否認 5,698千円

その他 7,637千円

繰延税金資産小計 290,695千円

評価性引当額 △290,695千円

繰延税金資産合計 ―千円

（繰延税金負債）  

繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 ―千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略

しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略

しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１株当たり純資産額 80円80銭

１株当たり当期純損失 11円52銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
―

１株当たり純資産額 70円67銭

１株当たり当期純損失 10円20銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
―

　なお、当期純損失を計上しているため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の記載をしておりません。

　なお、当期純損失を計上しているため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の記載をしておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

項目
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）（千円） △122,991 △109,519

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（△）

（千円）
△122,991 △109,519

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,679 10,742

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（千株） 157 ―

（うち新株予約権（千株）） (157) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権　６種類

（新株予約権の数　486個）

新株予約権　６種類

（新株予約権の数　635個）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

１　ストックオプション

　当社は、平成18年１月31日開催の取締役会において、

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定による新株予約

権を当社,子会社の取締役・監査役・従業員及び当社顧

問で、当社取締役会にて承認されたもの（第20回定時株

主総会決議の日以降に就任または就職するものを含む。）

に対し、無償にて発行することを決議しております。

　なお、ストックオプション制度の詳細は、「第４提出

会社の状況　１　株式の状況(7)ストックオプション制

度の内容」に記載しております。

２　重要な会社分割

　当社は、平成18年３月６日開催の取締役会において、

平成18年３月28日の定時株主総会に下記の会社分割決議

を付議し株主総会の承認を得ることを条件として、平成

18年４月28日（予定）に、WEB関連事業部門を会社分割

し、当社の100％出資子会社である株式会社ピーエイIT

ソリューションズ（新設会社）に承継することを決定致

しました。

(1）会社分割の目的

　当社は、①経営と執行の分離により責任明確化、②

迅速な意思決定、③より効率的な資産配分を可能とす

る組織の構築、④責任と権限委譲による事業活性化、

を目指して参ります。これらを達成するため、有る程

度収益基盤の確立された事業については分社化してい

く方針をとって参ります。今回当社ウェブ関連事業を、

新たに設立する当社100％子会社である、株式会社ピー

エイITソリューションズに承継させます。これも上記

方針に即したもので、事業子会社として分社すること

で、担当経営陣の責任を明確化すると同時に、今後の

事業展開のスピードアップを図るものです。

　なお、今後株式会社ピーエイITソリューションズへ

の第三者の資本参加も視野に入れ事業展開して参りま

す。

(2）会社分割の方法

分社型の新設分割

(3）分割期日

分割計画書承認株主総会平成18年３月28日

分割期日　　　　　　　平成18年４月28日（予定）

分割登記　　　　　　　平成18年４月28日（予定）

(4）分割に際して発行する株式及び割当株式会社ピーエ

イITソリューションズは設立時に株式10,000株を発行

し、その全株式を当社に割当て交付する。

―――――――――
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前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

(5）株式会社ピーエイITソリューションズは、分割にし、

次の権利義務を承継する。

①　新設会社は、分割期日における当社のWeb関連事

業部門の営業に関する一切の資産、負債及びこれら

に付随する権利義務を承継致します。なお、債務の

承継については、重畳的債務引受の方法によります。

②　承継する雇用契約

　承継する雇用契約は存しない。

(6）ウェブ関連事業の経営成績（平成17年12月31日現

在）

売上高　　　34,927千円

営業損失　　53,820千円

経常損失　　53,820千円
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６．役員の異動
　(1）代表者の異動

　　該当事項はありません。

　(2）その他役員の異動

　　①新任取締役候補

　　　取締役　村井　勝（元コンパックコンピュータ株式会社代表取締役社長）

　　　　　　　荒井　邦彦（当社常勤監査役）

　　②退任予定取締役

　　　取締役　郡山　史郎

　　③新任監査役候補

　　　常勤監査役　宮澤　南夫（三井ボランティアネットワーク事業団理事長）

　　④退任予定監査役

　　　常勤監査役　荒井　邦彦（当社取締役就任予定）

 　（注）　新任監査役候補者　宮澤　南夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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